
『PCA 個別原価会計シリーズ』

Ver.1.0 Rev.6.11プログラムでの主な機能強化・仕様変更点
SCY231114

主な機能強化・仕様変更点は以下の通りです。

操作等の詳細については、オンラインヘルプ、またはPDFマニュアルをご覧ください。

◇ 消費税帳票のインボイス対応

o 「消費税申告書・付表」「電子申告」は、令和5年度様式に対応しました。

o 「消費税申告書・付表」の［申告書の項目設定］に「税額控除に係る経過措置の適用（２割特例）」「免税事業者
から適格請求書発行事業者への切り替えあり」「免税期間の課税売上高」を追加しました。

o 「消費税申告書・付表」の「名称又は屋号欄」を「法人名」に変更し、［申告書の項目設定］の各項目も「法人
名」に合わせました。

o 「消費税申告書・付表」の「一般課税」において、［申告書の項目設定］にある［仕入－積み上げ方式］の 初期
値を「ON」に変更しました。

o 「消費税申告書・付表」の［還付申告の項目設定］に、棚卸資産等、固定資産等を取得した取引先の登録番号を追
加しました。

o 「電子申告」の［電子申告データ出力］に［(e-Tax)通知希望区分(還付金振込)］を追加しました。

o 「消費税明細書」の集計条件に［取引先］を追加し、適格事業者・非適格事業者ごとに確認できるようになりまし
た。また［詳細条件］タブにて、金額範囲、摘要を指定し、検索できるようになりました。

o 「消費税集計表」の免税事業者からの課税仕入れの税区分に「消費税額（国税分）の計算」「積上消費税額（国税
分）の計算」行を追加しました。

o 新しく「取引先別税区分別集計表」を追加しました。「取引先別税区分別集計表」は、適格事業者・非適格事業者
の［取引先］ごとに税区分別の金額を集計したり、「事業者区分」または、「情報公表サイト」の情報と税区分を
比較したりすることができます。

◇ 機能強化

o 「取引先の登録」のツールバーに「適格情報更新」ボタンを追加し、［法人情報の変更］確認ダイアログの初期値
を「OFF」に変更しました。

◇ 汎用データレイアウトの追加

o 取引先別税区分別集計表


